
プロセス３　夢を描く（集う）

協働の相手

①～⑦

各種助成制度の情報提供 市民協働推進課
県や財団法人からの「助成金」の情報を収集し、市民活
動センターに掲示したほか、市ホームページやみんな
のメールで情報提供を行った。

①②③④⑤
⑥⑦

C
効果
助成金の相談を受け付け、内容に合わせ
た情報提供ができた。

センターへ
の相談件数

17件

センターへ
の相談件数

30件

センターへ
の相談件数

3件

コミュニティ設立支援 市民協働推進課
コミュニティ未設置地区に対して、公民館と連携をとりな
がらコミュニティ設立への働きかけを行った。

⑤ D
未設置地区では、新規設立に必要な共通
認識や地域での機運が醸成されていな
い。

コミュニティ
未設置地区

3地区

コミュニティ
未設置地区

2地区

コミュニティ
未設置地区

3地区

自治会活動支援 市民協働推進課

(1)自治会が行う地域振興を図るための事業及び活動
等を要する費用の一部を補助した。申請した203自治会
に補助（全214自治会）
(2)自治会全体会で「事務事業説明資料」及び「自治会
活動の手引」を配布した。
(3)自治会に関するアンケート調査を実施し、課題解決
のための提案書を配布した。
(4)自治会長研修会を開催し、自治会活動の事例紹介
や意見交換を実施した。

⑤ Ａ
地域振興を図るための自治会活動への一
助となった。

補助金活用
自治会の割
合

85.19％

補助金活用
自治会の割
合

87％

補助金活用
自治会の割
合

94.86％

自治会加入促進に関する連
携

市民協働推進課

自治会長連絡協議会と連携し、自治会加入促進（宅建
協会県北支部への協力依頼、啓発用品配布、消費生
活展とうぇるる協働のつどいへの出展、本庁舎及び西
那須野庁舎のデジタルサイネージを使用したPR動画放
映）を行った。

⑤ C
自治会の重要性について、市民にＰＲする
機会を持つことができた。

自治会加入
率

60.4％

自治会加入
率

60％

自治会加入
率

55.7％

コミュニティ助成 市民協働推進課
市コミュニティ連絡協議会加入団体に対し、コミュニティ
活動支援補助金を交付した。

⑤ Ａ コミュニティ活動の活性化につながった。

補助金交付
割合

75％

補助金交付
割合

100％

補助金交付
割合

100％

自治公民館施設整備 市民協働推進課
補助要望のあった14の自治公民館に対し自治公民館
施設整備費等補助金を交付した。

⑤ Ｂ
施設が整備され、社会教育及び自治活動
の振興につながった。

補助金活用
経験のある
自治公民館
の割合
77.9％

補助金活用
経験のある
自治公民館
の割合
80％

補助金活用
経験のある
自治公民館
の割合
80.67％

効果、理由（問題点）

【行動計画Ｐ．８～１０】

（１）市民の組織機能
を強化するための支
援

基準値
（R3)

目標値
（R9)

現状値
（R7)

項目 事業名 担当課

（１）令和7年度実施状況 （２）目標指標の状況

取組内容 事業の評価
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①～⑦
効果、理由（問題点）

【行動計画Ｐ．８～１０】

基準値
（R3)

目標値
（R9)

現状値
（R7)

項目 事業名 担当課

（１）令和7年度実施状況 （２）目標指標の状況

取組内容 事業の評価

自主防災組織結成促進・活
動支援事業

危機管理課

地域の自発的な防災活動を実践することにより災害に
強いまちづくりを推進するため、自治会を単位とした自
主防災組織の結成促進を図るとともに、活動内容を充
実させるための支援を行った。
具体的には、活動に対する補助金の交付や、防災に関
する出前講座を個別に行った。
（補助金交付組織数　78）

⑤ C

自主防災組織主催の防災訓練や防災講座
の開催、総合防災訓練への参加など、多く
の自主防災組織が積極的に事業を実施し
ており、防災意識の醸成が進んでいる。
一方で、組織の必要性が十分に理解され
ていない自治会がある。
また、必要性は理解しているが、地域の高
齢化や役員の担い手不足などにより、組織
化が図れない自治会もある。

自主防災組
織の世帯カ
バー率

81.6％

自主防災組
織の世帯カ
バー率

95％

自主防災組
織の世帯カ
バー率

81.5％

消費者団体の育成（消費生
活推進連絡会・生活学校）

交通防犯課
消費者団体の運営及び事業に要する費用の一部を補
助し、消費者団体相互の連携及び団体の自主活動を
支援した。（２団体）

② Ａ

・消費生活推進連絡会：共催事業の開催や
店頭啓発等により、自立した消費者を育成
するための意識啓発ができた。
・生活学校：フォーラム(研究発表会)の開催
や「県コミュニティ地域研修会」等の講座を
受講、活動方針に基づく視察研修、フードド
ライブなど、消費生活・環境問題等の様々
な問題に積極的に取り組んでいる。

継続的な支
援

実施

継続的な支
援

充実

継続的な支
援

充実

食生活改善推進員養成育
成事業

健康増進課

・食生活改善推進員養成講座
　1コース5回　延べ38人
・食生活改善推進員育成事業
　研修会等　20回　延べ239人
 （総会1回、役員会5回、三役会４回、研修会10回）
　講習会実施等に係る活動支援　28回　958人

② C

・食生活改善推進員養成講座を実施し、新
会員の入会につながった。
・会員の高齢化や健康問題等で退会者も
いる為、会員数としては横ばいとなってい
る。
・協議会の活動としては、新たな講座の開
催など充実した内容で実施できている。

食生活改善
推進員会員
数

43人

食生活改善
推進員会員
数

55人

食生活改善
推進員会員
数

43人

市民活動センター団体登録
事業

市民協働推進課
・地域や社会に貢献する活動や団体の情報を収集し取
材等で現場を確認しながら市民活動センターを周知し
利用者協議会への登録を促した。

①②③④⑤
⑦

Ａ
効果
団体登録数が増加した。

登録団体数

129団体

登録団体数

150団体

登録団体数

165団体

避難行動要支援者の支援 社会福祉課 ・要支援者名簿の作成 ・地域等への情報提供に係る要支援者の同意確認 ・自治会等への要支援同意者名簿・区域図の提供 ・個別避難計画の作成①②③⑤⑦ Ｂ

効果
・要支援者の名簿、個別避難計画を自治
会等に提供することにより、地域における
防災力の強化に資することができた。

同意取得者
に対する個
別計画の作
成率

60％

同意取得者
に対する個
別計画の作
成率

80％

同意取得者
に対する個
別計画の作
成率

49％

（１）市民の組織機能
を強化するための支
援

（２）相互交流のネット
ワーク化
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①～⑦
効果、理由（問題点）

【行動計画Ｐ．８～１０】

基準値
（R3)

目標値
（R9)

現状値
（R7)

項目 事業名 担当課

（１）令和7年度実施状況 （２）目標指標の状況

取組内容 事業の評価

地域共生社会推進支援事
業

社会福祉課

・福祉総合相談窓口に相談支援包括化推進員を配置
し、分野・属性を問わない相談の受け止めのほか、アウ
トリーチを通じた継続的支援事業及び参加支援事業を
展開した。
・重層的支援会議を毎月開催し、複雑・複合化したケー
スを関係機関で協議、情報共有を行った。
・庁内の横の連携の強化を図るため、庁内連携会議
（係長級２回、課長級１回）を開催した。
・新規採用職員を対象にした研修会を開催し、地域共
生社会の考え方の普及、理解促進に努めた。

②③④⑤⑦ Ｂ

・不登校・ひきこもりについて、市、社協及
び学校のSSWとの連携が始まったことによ
り複雑・複合化した課題に対応できる幅が
増えた。
・都市計画課が市営住宅の入居要件の見
直し作業の一環として、重層的支援会議を
活用して福祉分野と意見交換を行ったこと
から、横の連携が進んだ。

多機関協働
による相談
支援の実施

実施

多機関協働
による相談
支援の実施

充実

多機関協働
による相談
支援の実施

実施

地域住民助け合い事業 高齢福祉課

・地域住民助け合い事業の周知・啓発
・公民館地区の地域支え合い推進員の配置（配置済１
５公民館地区）
・住民による見守り及び生活支援等の助け合い活動の
支援
・定期的な情報の共有及び地域の関係者のネットワー
ク化を図る協議体設置の推進

①③⑤ Ａ
見守り活動を実施する自治会等の増加に
より、地域で活動する担い手を拡充するこ
とができた。

地域住民助
け合い団体
数

122団体

地域住民助
け合い団体
数

133団体

地域住民助
け合い団体
数

159団体

コミュニティ・スクールの導
入

学校教育課

地域と学校が目標やビジョンを共有し、地域と一体と
なって子供たちを育む「地域とともにある学校」の実現
に向け、令和６年度から令和８年度までの３年間をかけ
て、市内全27校に学校運営協議会を設置する。

①②⑤⑥ Ｂ

令和７年度に10校に学校運営協議会を設
置した。設置に向けては、地域住民や保護
者へ事業の説明を行ったり、教職員へ研修
を行ったりしながら、本事業の内容や必要
性について周知してきた。その結果、10校
全ての学校でつながりづくりを重視した工
夫ある運営を行うことができた。

コミュニ
ティ・スクー
ルの導入率

-

コミュニ
ティ・スクー
ルの導入率

100％

コミュニ
ティ・スクー
ルの導入率

67％

（３）市職員の市民団
体活動などへの参加
促進

市職員研修 市民協働推進課

市の若手職員（採用後２～１０年程度）及び任意団体事
務従事取扱規程に基づいて任意団体の事務に従事し
ている職員に対し、利用者協議会役員を講師に迎え研
修を実施した。

② C

効果
協働に関する基礎知識を得る機会を創出
でき、ボランティア等の地域活動への理解
を深めることができた。
問題点
研修の実施方法、対象や内容の検討や、
年に複数回の実施は職員の業務を滞らせ
てしまうため、方法の検討が必要。

実施回数

2回

実施回数

3回

実施回数

1回

（２）相互交流のネット
ワーク化


